
➊ 非上場株式等についての相続税の納税猶予の特例 

１ 特例の要件や申告手続などの流れ 

 相続開始前 

経済産業大臣
の確認 

 相続開始前に「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法
律」に基づき、会社が計画的な事業承継に係る取組みを行っていること
についての「経済産業大臣の確認」（※）を受けてください。 

 会社が 「経済産業大臣の確
認」及び「経済産業大臣の認
定」を受けるための具体的な要
件、並びにその手続については、
最寄りの地方経済産業局にお
尋ねください。 
 なお、「経済産業大臣の認定」
を受けるためには、相続開始後
８か月以内にその申請を行う必
要があります。 
 また、中小企業庁ホｰムぺｰジ
【www.chusho.meti.go.jp】にお
いても関連する情報をご覧いた
だけますのでご利用ください。 
 

相続開始 

申告期限までの間  相続開始後に「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法
律」に基づき、会社の要件、後継者（相続人等）の要件、先代経営者
（被相続人）の要件を満たしていることについての「経済産業大臣の認
定」を受けてください。 

（平成23年６月30日現在の法令に基づいて作成しています。） 

 「資産管理会社」とは、有価証
券、自ら使用していない不動産、
現金・預金等の特定の資産の保
有割合が貸借対照表上に計上
されている帳簿価額の総額の
70％以上の会社やこれらの特
定の資産からの運用収入が総
収入金額の75％以上の会社な
ど一定の会社をいいます。 

申告書の作成･
提出 

相 続 税 の 
申 告 期 限 

経済産業大臣
の認定 

 相続税の申告期限までに、この特例の適用を受ける旨を記載し
た相続税の申告書及び一定の書類を税務署へ提出するとともに、
納税が猶予される相続税額及び利子税の額に見合う担保を提供す
る必要があります。 
 
 

◆ 相続税の申告期限 
  相続開始があったことを知った日（通常は被相続人が死亡した
日）の翌日から10か月以内に、所轄税務署（※）に相続税の申告を
する必要があります。 

 ※ 通常は、被相続人の住所地を所轄する税務署となります。 

 この特例の対象となる「後継
者」は、１つの会社につき１人に
限ります。 

２ 

◆ この特例を受けるための要件 
 
１ 会社の主な要件 
  次の会社のいずれにも該当しないこと。 
(1) 上場会社 
(2) 中小企業者に該当しない会社 
(3) 風俗営業会社 
(4) 資産管理会社 
(5) 総収入金額が零の会社、従業員数が零の会社（特例の適用に

係る会社の特別関係会社が一定の外国会社に該当する場合には、
従業員数が５人未満の会社） 

 
２ 後継者である相続人等の主な要件 
(1) 相続開始から５か月後において会社の代表権を有していること 
(2) 相続開始の直前において先代経営者（被相続人）の親族であ

ること 
(3) 相続開始の時において、後継者及び後継者と特別の関係があ

る者で総議決権数の50％超の議決権数を保有し、かつ、これら
の者の中で最も多くの議決権数を保有することとなること 

  
３ 先代経営者である被相続人の主な要件 
(1) 会社の代表権を有していたこと 
(2) 相続開始直前において、被相続人及び被相続人と特別の関係が

ある者で総議決権数の50％超の議決権数を保有し、かつ、後継者を
除いたこれらの者の中で最も多くの議決権数を保有していたこと 

※ 「経済産業大臣の確認」は、原則として、次の「経済産業大臣の認
定」を受けるための要件となっています。 

４ 担保提供  
  納税が猶予される相続税額及び利子税の額に見合う担保を税務
署に提供する必要があります。 

  (注） 特例の適用を受ける非上場株式等のすべてを担保として提供し
た場合には、納税が猶予される相続税額及び利子税の額に見合う
担保の提供があったものとみなされます。 

    なお、担保の提供方法などについては、税務署にお尋ねください。 

 「議決権数」には、株主総会
において議決権を行使できる事
項の全部について制限された
株式の数等は含まれません。 

 「特別関係会社」とは、特例の
適用に係る会社やその会社の
代表権を有する者などが、総議
決権数の50％を超える議決権
数を保有する会社をいいます。 



申告期限 

主 な 場 合 
申告期限後 

５年以内 
申告期限後 
５年経過後 

特例の適用を受けた非上場株式等につい
てその一部を譲渡等（贈与を含みます。）し
た場合 

Ａ Ｂ 

後継者が会社の代表権を有しなくなった場合 Ａ Ｃ（※） 

一定の基準日において雇用の８割を維持
できなくなった場合 Ａ Ｃ（※） 

会社が資産管理会社に該当した場合 Ａ Ａ 

納税猶予期間中 

非上場株式等
の継続保有 

 申告後も引き続き特例の適用を受けた非上場株式等を保有する
こと等により、納税の猶予が継続されます。 
 
 ただし、特例の適用を受けた非上場株式等を譲渡するなど一定
の場合には、納税が猶予されている相続税の全部又は一部につ
いて利子税と併せて納付する必要があります。 

◆ 納税が猶予されている相続税を納付する必要がある主な場合  
(1) 下表の「Ａ」に該当した場合には、納税が猶予されている相

続税の全額と利子税を併せて納付します。  
(2) 下表の「Ｂ」に該当した場合には、納税が猶予されている相

続税のうち、譲渡等した部分に対応する相続税と利子税を併
せて納付します。 

  
   （注） 譲渡等した部分に対応しない相続税については、引き続き納税が

猶予されます。 
 

 納税が猶予されている相続
税の全部又は一部と利子税は、
左表に掲げる場合となった日か
ら２か月を経過する日（納税猶
予期限） までに納付する必要が
あります。 
 なお、利子税の額は、相続税
の申告期限の翌日から納税猶
予期限までの期間（日数）に応
じた額となります。 

  「Ａ」に該当した場合は、猶予
された相続税の全額を納付する
こととなり、この特例の適用は終
了します。 

｢継続届出書｣
の提出  引き続きこの特例の適用を受ける旨や会社の経営に関する事項

等を記載した「継続届出書」を相続税の申告期限後５年間は毎年、
５年経過後は３年ごとに所轄税務署へ提出する必要があります。 

 「継続届出書」の提出がない
場合には、猶予されている相続
税の全額と利子税を納付する
必要があります。 
 また、経済産業大臣の認定を
受けた会社も申告期限後５年間
は毎年、経済産業大臣に対し一
定の書類を提出する必要があり
ます。 

後継者の死亡等  後継者の死亡等があった場合には、「免除届出書」・「免除申請
書」を提出することにより、その死亡等があったときに納税が猶予さ
れている相続税の全部又は一部についてその納付が免除されます。 ｢免除届出書｣・ 

｢免除申請書｣の 
提出 ◆ 納税が猶予されている相続税の納付が免除される主な場合  

(1) 後継者が死亡した場合 
(2) 申告期限後５年を経過した後に、この特例の適用を受けた非

上場株式等を一定の親族に贈与し、その親族が「非上場株式等
についての贈与税の納税猶予の特例」（６ページ参照）の適用を受
ける場合 

(3) 申告期限後５年を経過した後に、この特例の適用を受けた非
上場株式等に係る会社について破産手続開始の決定又は特別清
算開始の命令があった場合など一定の場合 

 
 
 
 

（２ページからの続き） 

３ 

※  「C」に該当した場合には、相続税を納付することなく引き続き納税が猶
予されます。 

 相続人等が被相続人から過去に一定の「特定受贈同族会社株式等」又は「特定同族株式等」の
贈与を受けている場合において、一定の要件を満たすときには、これらの株式等については、この
納税猶予の特例を選択することができます（５ページの「３」参照）。 
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